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研究報告技術トレンド情報

■まず、正しく測定するために重要なこと
　各種測定において、正確さを保つためには、「測定器の正確さ」と「測定方法の適正さ」を確保することが重要になってきます。
　●測定器の正確さの確保
目的に合ったもの、信頼性のあるものを用
いること
定期的な点検、校正を行うことが必要

　●測定方法の適正さの確保
規制・基準等で定められている公定法等に
基づき、測定を実施

　この「測定器の正確さ」の確保において、測定
器の校正は重要なものであり、そのために国に
おいて、計量法に基づき、計量の標準となる特
定標準器や特定標準物質が国家計量標準とし
て定められています。
　そして、上位の標準（「ものさし」や「はかり」）
との比較の連鎖によって、最終的に国家計量標
準につながることで、その信頼性を担保してい
ます。

■計測のトレーサビリティとは
〈定義〉
　「不確かさがすべて評価された切れ目のない比較の連鎖によって、
決められた基準に結び付けられ得る測定結果又は標準の値の性質、基
準は通常、国家標準又は国際標準である。」と、VIM（国際計量基本用
語集）で規定されています。
　これは、現場で利用される測定器は、より正確な（不確かさがより小
さい）標準器によって校正され、さらに、その標準器は、外部の登録校
正事業者が保有するより正確な標準器によって校正されるというよう
に、校正の連鎖により正確な標準器を求めていき、最終的には国家計
量標準にたどりつくことです。不確かさがすべて評価された切れ目の
ない比較の連鎖によって、決められた基準に結びつけられる測定結果
又は標準の値の性質がトレーサビリティとなります。

■JCSS制度について
　JCSS（Japan Calibration Service System）制度は、計量法に基
づく計量法トレーサビリティ制度の略称であり、計量標準供給制度と校
正事業者登録制度から構成されています。
◉計量標準供給制度
　国家計量標準（一次標準：特定標準器等又は特定標準物質）は、計量
法に従い、経済産業大臣により指定され、独立行政法人産業技術総合
研究所、日本電気計器検定所又は経済産業大臣が指定した指定校正
機関によって、指定された特定標準器等又は特定標準物質を用いて、
登録事業者に対し計量標準の供給（校正等）が行われています。
　さまざまな測定器を製造、保守点検する上で、基準となる計量標準
は欠かせません。しかし、国家計量標準は日本で唯一であり、測定器の
製造者や保守点検の実施者が、直接、国家計量標準を使用することは
できません。そのため、それらの事業者が利用できる、国家計量標準に
繋がるトレーサビリティが確保された２次標準、３次標準の供給（校正）
がなされているのです。

計測のトレーサビリティについて
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※JCSS制度の審査・登録機関である独立行政法人製品評価技術基盤機構のWebサイトにお
いて、数多くの測定のトレーサビリティ関連情報や登録事業者が公開されています。

◉校正事業者登録制度
　測定器の校正又は標準物質の値付けを行う者（校正事業者）は、国家
計量標準と測定器を繋ぐ信頼性の確保に努めることが必要であり、校
正技術と設備を有することが審査で認められた事業者のみ
(ISO/IEC17025の要求事項を満たしている者)が国に登録され、校正
証明書の発行など校正業務を行っています。
校正事業者登録制度は、国に代わり、独立行政法人製品評価技術基盤
機構によって、審査・登録が行われています。

■計測のトレーサビリティの実現
　計測のトレーサビリティは、
①切れ目のない比較の連鎖 ②測定の不確かさ
③文書化（校正記録や校正証明書） ④能力
⑤国際単位系（SI）への参照 ⑥再校正（校正間隔）
という、６つの構成要素で実現されることになります。これら６つの要素
は、計測器の上位の標準から切れ目なく校正をうけた、整った管理体制
と技術能力をもつことをみとめられた校正機関（JCSS登録事業者）で
校正を受けることによって、最も確実かつ合理的に実現することができ
ます。
　つまり、測定に使用する測定器のJCSS標章付の校正証明書は、国家
計量標準への計測のトレーサビリティの証となります。
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図１．アルカリ処理
（Ａ）： 合金めっき1次水洗水
（B）： 亜鉛めっき水洗水

図２．ベントナイト付着活性炭添加処理
（A）： 無添加（高濃度）
（B）： ベントナイト付着活性炭添加
（高濃度）

（Ｃ）： 無添加（低濃度）
（Ｄ）： ベントナイト付着活性炭添加
（低濃度）

 はじめに
府内めっき事業所の排水は、微粒子の流出が基準超過の大きな
原因でした。しかし複雑な排水性状の事業所ほど微粒子だけでな
く、配位化合物に関連した流出があり、より深刻な状況でした。特に
亜鉛めっき業では、配位化合物の多い亜鉛ニッケル合金めっきと
の併用が、処理不良の大きな原因になっていました。そこで今回
は、合金めっきを併用する亜鉛めっき業から合金めっきの１次水洗
水を採水し、その中の配位化合物を前処理で除去することが、マイ
クロバブル浮選に有効であることを確認しましたので紹介します。

 アルミニウム粉末添加処理
合金めっきの1次水洗水は、pH9.5で配位化物([Zn(NH3)4]2+)を
生成します。これを抑えるためにアルミニウム粉末を添加しました。
アルミニウムは両性金属で、酸とアルカリの両方に溶解します。しか
しアルカリでアンモニアが存在すると、生成されるAl(OH)3は溶解
しません。この水酸化物は多孔性のゲルで、pH7以上ではマイナス
の表面電荷を帯びて、コロイド物質やプラスイオンを吸着します。
今回は、pH8.5で生成する水酸化物コロイドやpH9.5で生成する配
位化合物を、このAl(OH)3ゲルに吸着させました（図３）。pH10で
は、高濃度試料は、亜鉛濃度が9mg/L低濃度試料は、0.5mg/L以
下に低下しました。この結果から、アルミニウム粉末の添加は、マイ
クロバブル浮選の有効な前処理と判断しました。

 まとめ
配位化合物を多く含む排水に対してマイクロバブル浮選法を適
用する場合、前処理として、ベントナイト付着活性炭の添加やアル
ミニウム粉末の添加を行うことが、有効であることを確認しました。

 アルカリ処理
事業所から合金めっきの１次水洗水を採水し、アルカリで処理し

ました（図１）。亜鉛めっきのみの場合は、亜鉛はpH9.5で水酸化物を
沈殿します。しかし合金めっきの場合は、pH9.5に極大が現れ、
pH8.5とpH11に極小が現れます。合金めっき浴はアンモン浴で、過
剰のアンモニアが存在し、亜鉛の沈殿するpH範囲を極端に狭めて
います(pH8.5)。アルカリが増すと水酸化物は配位化合物([Zn
(NH3)4]2+)に変わり(pH9.5)、更に増すと再び水酸化物になります
(pH11)。このように全く異なる挙動を示す排水を混合することが、
処理を非常に困難にしています。

 ベントナイト付着活性炭添加処理
ベントナイト付着活性炭は、木質チップにベントナイトを添加し、
活性炭化したものです。ベントナイトのイオン交換能と活性炭の物
理吸着能を併用した吸着剤です。この活性炭で、合金めっきの１次
水洗水を処理しました（図２）。試料は、高濃度と低濃度の２種類で
す。pH9.5で、高濃度試料の亜鉛濃度は40mg/Lが9mg/Lに低下
し、低濃度試料は435mg/Lが2mg/Lに低下しました。亜鉛の配位
化合物が活性炭に吸着し、そこに付着するベントナイトでイオン交

配位化合物含有めっき排水への
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図３．アルミニウム粉末添加処理
（Ａ）： 無添加（高濃度）
（Ｂ）： アルミニウム粉末添加
（高濃度）

（Ｃ）： 無添加（低濃度） 
（Ｄ）： アルミニウム粉末添加
（低濃度）

換されたと推定できました。この結果から、ベントナイト付着活性炭
の添加は、マイクロバブル浮選の有効な前処理と判断しました。


